
資料５岩手県県土整備部からの情報提供
（令和5年度 大規模氾濫減災協議会）

1 要配慮者利用施設に関する参考情報

２ 洪水ハザードマップの作成支援

３ 岩手県が提供する河川情報

４ 逃げなきゃコール

５ デジタル技術を活用した最新の取組

６ 気象業務法及び水防法の一部改正について

７ 陸前高田市の情報の伝達及び収集に係る新たな取組
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1 要配慮者利用施設に関する参考情報

２

○訓練の実施と市町村への報告は水防法、土砂災
害防止法上の義務。
○新型コロナウイルスの感染症法の位置づけが５
類になるため、訓練の適切な実施を促進。
○訓練の実施方法は、実地訓練のほかに図上訓練
も選択可能。



1 要配慮者利用施設に関する参考情報

３



1 要配慮者利用施設に関する参考情報

４

○「避難確保計画の作成・活用の手引き（国土交
通省）」の内容を簡潔にまとめたリーフレット。

○施設管理者等の避難確保計画作成や訓練の実施
の促進に活用。



２ 洪水ハザードマップの作成支援
洪水ハザードマップの作成状況（R5.4月末時点）

〔現状〕（R5.4月末時点）

○作成済 33市町村
うち、
想定最大規模に全河川で対応 0市町村
想定最大規模に一部河川で対応 31市町村
想定最大規模に未対応（計画規模等で作成) 0市町村
水防法以外の浸水想定等で独自作成 2市町村

※R5～R7洪水浸水想定区域の追加指定予定
河川を含む

○未作成 0市町村

５
未作成の市町村

想定最大規模の浸水想定区
域を、「一部」洪水HMに反映
している市町村

洪水HMを作成しているが、想
定最大規模の浸水想定区域を
反映していない市町村

洪水HMを作成しているが、水
防法によらない独自の浸水想
定等を用いている市町村

田野畑村

岩泉町

山田町

宮古市

大槌町

釜石市

住田町

陸前高田市

大船渡市

一戸町

九戸村

軽米町

二戸市

野田村

普代村

洋野町

久慈市

滝沢市

紫波町

岩手町

葛巻町

雫石町

八幡平市

矢巾町

盛岡市

平泉町

金ケ崎町

西和賀町
遠野市

一関市

奥州市

北上市

花巻市

想定最大規模の浸水想定区
域を、全て洪水HMに反映し
ている市町村

〔連絡事項〕
・ 想定最大規模で作成済の市町村においても、

洪水浸水想定区域が追加指定された場合には、
ハザードマップの更新が必要です。

・ 洪水ハザードマップの作成に係る経費につ
いて、防災・安全交付金の活用が可能です。



○岩手県河川情報システム
R2.6～ 河川監視カメラを大幅に増設
R2.12 アクセス集中対策①

サーバー増強
R4.4 アクセス集中対策②

簡易表示用サーバー設置
R5.3 耐障害性の向上

衛星回線（VSAT）による回線二重化
６

３ 岩手県が提供する河川情報



○【国】川の水位情報
R2.7～ サーバー増強等の
アクセス集中対策を実施

県設置
326箇所

７

○避難支援の新ツール
R5.3～ 洪水時の水位情報を
LINE、ツイッターで配信開始

３ 岩手県が提供する河川情報



８

住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクトによる取組

４ 逃げなきゃコール



９

５ デジタル技術を活用した最新の取組
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５ デジタル技術を活用した最新の取組



〔現状〕 （R５.３月末時点）
指定数 10河川（国指定のみで県指定は無し）

〔水防法上の考え方〕
流域面積が大きく、洪水により相当な損害を生ずる

おそれがある河川を「洪水予報河川」に指定し、気象
庁と共同してその状況を水位又は流量により水防管理
者等に通知し、一般に周知することとなっている。

R5.3月末まで
に指定済

10河川
（国指定）

北上川、雫石川、中津川、猿ケ石川、
豊沢川、和賀川、胆沢川、人首川、
磐井川、砂鉄川

指定状況（R５.３月末時点））

○○川 R５.3月末まで指定済み河川

北上川

砂鉄川磐井川

人首川

猿ｹ石川

中津川
雫石川

和賀川

豊沢川

胆沢川

気象業務法及び水防法の一部改正について
（R5.5.31施行）

・国の洪水予報河川の水位を予測する過程で取得した
県管理河川の予測水位情報を、県知事の求めに応じ、
提供することが可能
・県と気象庁は当該情報を踏まえ、共同して洪水予報
を実施することが可能
・国は、新たな県洪水予報河川指定を促進

県の今後の予定
・岩手県の河川は流域面積が小さく洪水予報を行う時
間的余裕がない河川が多いこと等から、洪水予報河川
は指定せず、水位周知河川等の拡充を図ってきた。

・今後は、国に水位予測情報の提供を求め、洪水予報
河川指定の検討を進める。 11

６ 気象業務法及び水防法の一部改正について
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〇 システム名称
「オートコールシステム及びＡＩによる

災害時双方向情報伝達システム」

陸前高田市防災局防災課

１ はじめに

本市における住民への防災情報の伝達は、防災行政無線を主
とし、近年のインターネットやＳＮＳの普及に合わせて、市ＨＰ、
フェイスブック、ツイッター、ＬＩＮＥを活用している。なお、今年度か
らは、防災行政無線の放送内容は、市ＨＰ、各ＳＮＳへシステム自
動連携により配信している。
現在、新たな手段として、ＮＴＴ東日本と連携し、オートコールシ
ステムとＡＩを活用した新システムの開発を進めている。

２ これまでの課題

防災情報の伝達については、防災行政無線が聞き取りにくい、
戸別受信機の電波状況も良くない、ＳＮＳ等も使用出来ない高齢
者等に対して、防災行政無線、ＳＮＳ等を補完する新たな伝達方
法の検討を行い、情報の到達度をより高める必要性が生じている。
また、災害時における住民の安否情報等については、迅速かつ
正確な収集及び整理が要求され、マンパワーによる事務が必要
とされている。

３ 課題解決に向けて

本市では、課題を解決するため、新たなシステムの構築に向け
て、ＮＴＴ東日本と連携して実証実験を重ねてきたところであり、こ
のたび災害時における避難情報の伝達、市民の安否情報等の収
集において、新たなシステムを導入する。なお、オートコールシス
テムとＡＩを組み合わせたシステムの防災分野における利用は、
全国初となる。

４ システムのイメージ

１ 電話番号を事前に登録
２ 読み上げ本文作成

陸前高田市防災課

災害発生のおそれ

システムにより発信

５ 運用について

1

2

クラウド
ＡＩ

電話
（固定、携帯）

SMS音声による応答

〇オートコール
「避難指示が出ています、避
難出来ますか？」
「現在地、ケガがないかなど、
あなたの今の状況を教えてく
ださい」

ＡＩによる音声判読、
音声情報をテキス
ト化、一覧表で整理

5
3

4

結果報告・確認

6

事前登録した市民

本システムは、今年度において、ＮＴＴ東日本にシステム構築業
務として委託している。今後は、市職員（各地区避難所開設担当
職員、部課等の長など）で試行運用を行うとともに、市民の利用
対象者（要配慮者者、避難行動要支援者など）を定めた後、今年
度中の本格運用を目指すものである。

７ 陸前高田市の情報の伝達及び収集に係る新たな取組


